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は じ め に
今日のように外部環境が急激に変化する時代にお
いてはこの環境とのかかわりを意識し，それを取り
込みながら企業を適応させるというマーケッテイン
グ戦略を取らなければならない。すなわち，環境を
意識し，消費者（顧客）の価値観，行動様式の動向
を分析した結果に基づき，消費者志向（顧客志向）
を基本に新製品開発やマーケティング戦略を立てな
ければならない。反面，「顧客の声に耳を傾けすぎる
と，顧客はニーズと企業の保有する資源や能力との
適合性を考慮して要望を出すわけではないため，製
品として実現する可能性が低下するというリスクが
生じる。」??，また「顧客情報を利用した新製品開発は
短期的な成功には結びつくが，長期的な成功には結
びつきにくい」??とも言われているが，その情報を鵜
呑みにしない限り，新製品を企画する場合重要であ
り，商品展開における変革を目指すのにおおいに役
立つものと考える。
マーケティングについてはコトラー???が「個人や
集団が製品および価値の創造と交換を通じて，その
ニーズや欲求を満たす社会的，管理的プロセスであ
る」と定義している。この定義ではマーケティング
は顧客の立場に立っており，「企業はそのニーズや欲
求を満たすために存在する」，すなわち，企業が消費
者から顧客となりそうな人を選定して物を売るので
はなく，消費者が企業を選んで物を購入しているの
である。
食品企業の製品開発担当者はこのような市場の
ニーズを満たすことを念頭におき，常に安全性とコ
ストとのバランスを考え，さらに製造ラインからの
制約や流通サイドの意見などを考慮しながら，それ
らのすべてを満足させることのできる製品の開発に
取組んでいる。特に，価格の圧縮に対する要求は厳
しいため，そのために開発担当者は使用予定の原材
料を諦め，その代替可能な安価のものを探したり，
食品添加物を使用することによって理想的な物性や
風味の製品を開発すべく努力している。
また，食品企業の開発担当者は自社の発展に寄与
するために安全な素材を用い，安全な加工方法で適
正価格の製品を開発しているが，食の安全に対する
不安を持つ一部の消費者からは食品添加物を用いた
だけで，その安全性を問題にされることもある。特
に不安を抱かれている食品添加物であっても FAO
（国連食糧農業機関）やWHO（世界保健機関）に基
づく規格・基準に従って適正に用いられている限り
問題は生じないと考えられる??。しかし，アカネ色素
のように今まで安全であると思われていたものが発
がん性の危険があるとして平成16年に突然使用禁
止になった??例もあり，すべての食品においてリス
クは常にあると言える。
したがって，食品企業の開発担当者は常に食品素
材や加工方法についての安全性に重点をおきながら
情報を収集し，新製品の開発に努めなければならな
い。
本報告では食品開発担当者が安全な食品を開発す
る上での制約条件から受けるリスクおよび食品添加
物の必要性などについて，著者が食品企業の研究所
において技術開発や製品開発に長年携わった経験を
踏まえながら論じる。さらに，食品企業の開発担当
者の方々がどのような点を重視しながら製品開発を
行っているか，また，開発する上でどのような制約
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を受けているかについてアンケート方式によって調
査したので，それらの結果についても報告する。
１．消費者ニーズを満足させる食品
日本においても食料が不足していた時代，消費者
はその品質によらず，空腹を満たしてくれるものを
求めていた。従来，食物を取ることの目的は第一次
の特性である生命を維持するための栄養摂取であっ
た。これは飢餓が実在する一部の国では今でも変わ
らない。しかし，日本のように経済が発展し，市場
にものが溢れている国々では，消費者は第二次の嗜
好性，すなわち食事に楽しみを見出すという過程を
経て，さらに第三次の食品中に含まれる特定成分に
よる免疫機能や体調調節機能が高まることまで望む
ようになった。食品企業は消費者のより高度なニー
ズを満たすため，機能性を追及した製品を開発し，
商品化している。
特に，日本では平成３年の栄養改善法施行規則の
改正により「特別用途食品のうち，食生活において
特定の保健の目的で摂取する者に対し，その摂取に
より当該保健の目的が期待できる旨の表示をするも
の」として特定保健用食品が定められ，制度化され
た。各種機能性が強調でき，さらにはその食品に対
する安全性の保証にもなることから，多くの企業が
その申請を行い，今までにヨーグルト，清涼飲料，
米や油など，多数の商品（平成22年９月30日現在
960品目)??が認可されている。
このような食品の機能に対する関心が高まるに従
い，消費者の食に関する知識は豊富になり，健康に
及ぼす食物摂取の影響について関心を深め，多くの
食品の中から自分に適したものを選定して購入する
ようになった。これは消費者が市場に供給された食
品を情報の少ないまま食べていた結果，その弊害と
して肥満になったり，各種成人病になってしまうこ
とに気がついたからである。このような状況を考慮
した場合，今後，自分の健康維持に適した食品を慎
重に選定する傾向はますます高まっていくものと推
察される。
このように機能性食品が注目されているが，食品
は医薬品やサプリメントとは異なることから，以下
のような項目を満足していない限り，消費者は受け
入れてくれない。
すなわち，①魅力的な味，香り，食感，形，②見
た目の美しさ，③取り扱いの容易性，④適正価格，
⑤安全性などで，中でも食品として最も重視しなけ
ればならないことは美味しさと安全性である。食品
としての美味しさや安全性を無視し，機能性だけを
強調しながらマーケットを構築することは大変難し
い。
食品企業はこれらの食品の基本特性を考慮しなが
ら大量生産の可能性，製造コスト，環境への影響や
市場性などを，また，流通業者から要求される取り
扱いの容易性や納品の確実性，価格などを考慮した
上で開発するか否かの判断を行うことになる。
実際に開発すると決定された場合には開発担当者
が各種制約条件を念頭に置きながら具現化していく
ことになるが，何よりも優先すべき点は美味しくて
安全な食品の開発である。この段階での食品素材の
選定や加工方法の確立などは生産や販売における安
全上の基本になる。
２．食品企業における製品開発
従来，食品に対する消費者ニーズを満たすため，
海外で販売されているものや技術を参考に製品開発
を行っていたが，現在では自主的に技術開発を行い，
製品を開発しなければこのニーズを満たすようなも
のはできなくなった。
食品については電気や医薬品などに比べて基礎的
な研究に多くの資源を配分しなくても新製品の開発
が容易であるが，オンリーワンを目指す製品を開発
するのであれば，その素材となるものやそれを製造
するための技術に新規性が必要である。大手食品企
業ではそのような新製品の開発を目指し，基礎的な
研究から実施しているところもある??。
このような基礎的研究を行い，その結果優れた製
品が開発されたとしてもそれが商品として成功する
保証はない。すなわち，商品として成功させるには
販売網の構築や設備の整備などの多くの課題を乗り
越えなければならない。
しかし，この基礎的な研究に基づく製品開発にお
いて確立された技術やその技術を用いて作った素材
が差別化できるものであれば，会社として製品を開
発する上でのコアテクノロジーになる??。すなわち，
この技術や素材を核にすることにより，多くの新製
品を開発することが可能になる。その点では自社で
開発した優れた技術や素材をできるだけ多く持つこ
とが業界での優位性を確保する上で重要になる。
また，製品開発を行うには自社技術と消費者ニー
ズを念頭におきながら，自社の技術的な強みを活か
し，市場性のある新製品のアイデアを考えなければ
ならない。このアイデアの良し悪しが商品として成
功するかしないかの鍵を握ることになることから，
大変重要である。アイデアについては商品としての
事業の可能性，消費者ニーズへの適合性，自社での
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製造・販売の可能性，予想されるライフサイクル，
法規制や特許などを考慮しながら絞り込み，そのコ
ンセプトを作成する。商品化するコンセプトを作成
するに当たっては消費者のベネフィット，その出現
を最も望む人であるターゲット，それを食べたり飲
んだりする生活場面であるシーンを明確にしなけれ
ばならない?????。
このようにして策定したコンセプトに基づいて製
品開発を行うが，その開発の成功の可否は担当者の
個々の資質によるところが大きい???。すなわち，開発
担当者の必要な資質としては，①食品に関する基礎
的な知識を有していること，②好奇心が旺盛である
こと，③考え方に柔軟性があること，④官能的に優
れていること，⑤何事にも挑戦する意欲と根気があ
ること，⑥試作や実験を意欲的に取り組むこと，⑦
消費者の立場から開発した製品を見ることができる
こと，⑧協調性を保ちながら，自分の考えを示せる
ことなどである。これらのすべてを満足した人でな
ければ開発できないということではないが，特にプ
ロジェクトで仕事を遂行する場合については，この
ような資質を有した人で組織した方が成功する可能
性が高いと思われる。
３．食品におけるリスク
人は食べることによって体を維持し行動してお
り，人間にとって安全な食品は欠かすことができな
い。しかし，食品はその生産方法や保管状態によっ
ては危害要因となる物質が付着する危険や生成する
危険があり，それらによって人の健康に害が及ぼさ
れる場合がある。食品における危害要因としては，
例えば食品自体に含有する毒素や有害微生物，不適
切に使用された農薬や食品添加物などである。
もし，農薬が危害要因になるから，農薬を全く使
用しないとした場合，農産物の生産性が低下し，世
界的な食料不足を招き，飢餓が発生するというリス
クが発生する。また，水の殺菌に次亜塩素酸ナトリ
ウムを用いているのを否定した場合，水の汚染によ
る病気が発生するリスクが生じる。さらに，加工食
品では保存料を使用しなければ大量生産，長期保存
が不可能なために，一般消費者が購入できないよう
な価格に設定しなければならなくなったり，流通可
能な商品は限定され，量販店などで販売される品数
が大幅に減少してしまう可能性がある。
一方，食品としてはなんら問題ないが，食べた人
の体質によっては危害が及ぶ場合がある。特に，ア
レルギー体質の人にとっては多くの人が美味しいと
感じる食品であっても毒物を含有するものとなる。
平成13年度からアレルギー反応の強い食品として
卵，牛乳，小麦，そば，落花生が，さらに，平成20
年からはこれらに加えてえびとかにの表示が義務付
けられている。科学技術が進歩し，高精度の分析機
器が開発されるに従い，アレルギー物質が解明され，
アレルゲン???として指定される物質は増加してい
くものと考えられる。また，牛乳は乳糖不耐症者???
にとってはその中の乳糖が分解できないため，お腹
の具合を悪くしてしまう不適当なものとなる。
このように特定の体質の人に生じる症状が全ての
人で発生すると定義し，牛乳などは食品として不適
であるなど，科学的な根拠のないまま定義するよう
なこと，いわゆるフードファディズム???的な情報も
あるが，これについては食品を開発する立場にある
ものとしては問題であると感じている。
いずれにしても，食品開発担当者は消費者には各
種の体質を持つ方がおり，また，食品には常にリス
クになる要因があることを理解しながら製品開発を
行い，消費者に及ぼすリスクを最小にするように努
めなければならない。
例えば，原材料や製造過程においてアレルゲンと
なるものが混入する可能性がないか，原材料のト
レーサビリティ上において問題点はないかなどを十
分確認すべきである。そのためにも，開発担当者に
は分析データとして必要な項目を指示する能力と含
有されているものの数値から安全性を確認する能力
は最低限必要である。一方，消費者も自分の体質を
十分把握し，表示されている素材を確認しながら食
品を選び，食品によるリスクから自分を守るように
努めなければならない。
４．大量生産・大量販売がもたらすリスク
誰しも食品を食べて害を受けるとは思っていな
い。そのためにも食品企業は安全で美味しい食品を
消費者に届ける責任がある。最近，食品によって危
害を受けるまでには至っていないが，食品企業が故
意に行っていると思われる偽装表示，および管理面
での手抜きによる異物混入や衛生面での事件や事故
が時々発生しており，この中には恐らく従来では表
面に出てこなかったようなものもあると考えられ
る。食品企業の開発担当者はこのような事件や事故
が発生しないようにするため，安全面から材料の選
定，加工方法の最適化，さらに製造・流通コストを
考慮しながら開発を行っているはずである。
このように開発担当者が安全で美味しい食品を開
発したとしてもこれが既存の機器を用いて大量生産
するには方法上問題があるような食品では，製造現
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場においてできるだけ効率的に製造できる方法に変
更する場合があり，それが手抜きに繫がる危険があ
る。そのためにも開発時から製造現場の機器やシス
テムを十分把握した上で，製品開発を行うことが重
要になる。ただし，資本力と技術力があり，その製
品を製造するための最適な機器を開発し，設置する
力のある企業については別である。
以前，食品企業の多くは各地に工場を設け，その
近郊から原材料を入手して製造し，近くの市場で販
売していたため，工場の生産規模は小さく，品質面
での管理は容易であった。また，食品事故が生じて
もその被害の範囲は限定されていた。
その後，新たな生産技術や流通システムが開発さ
れるに従って市場は広域化し，小規模工場が集約さ
れ，いくつかの主要工場で大量に生産されたものが
広い市場で販売されるようになった。このように大
量生産・大量販売が可能となり，食品加工および流
通コストは低減化されたが，一方，食品事故が生じ
た場合の被害の範囲は全国的な規模にまで達するよ
うになってしまった。
広域流通になっても商品が市場に行き渡るまでの
日数については，流通網が発達したことから従来と
大差ないが，商品の特性面では大きく変化している。
すなわち，大量生産し易い特性，長距離輸送や温度
変化などに耐えるための物性を含めた品質保持性，
店頭展示での陳列効果を高めるための照明などに対
する耐性，また，消費者を意識した量販店からの食
品企業への商品仕様や出荷条件における厳しい要求
などに対し，食品企業はこれらを解決するため，保
存料や安定剤などの各種食品添加物を使用するよう
になった。これが食品の安全性に対する不安を高め
る要因となっている。
さらに，図１に示したように，多くの食品企業が
コスト面から原料や加工拠点を海外に求めているこ
とも食の安全に対する不安を高めている大きな要因
である。
時々，海外の工場で製造した低価格品での食品事
故が発生しているが，これらの製品設計を日本の製
品開発担当者が行っているとしたらその責任は重
い。しかし，通常それらは生産段階での管理上の問
題から生じている事故であることから開発担当者の
領域を超えた問題であると考えられる。
外部依存の不安を解消するための対策として，食
品企業は原材料や製造過程の情報を確認できるよう
にトレーサビリティなどの安全性を高めるためのシ
ステムを導入しているが，消費者にとっての不安を
完全になくすことは不可能である。
企業の食品開発担当者は商品としてのコストとの
バランスをはかりながら，食に関する最新情報の入
手に努め，それを考慮した上でリスクの最小化をは
かるようにしなければならない。
このような厳しい環境下にはあるが，食品企業と
しては萎縮することなく，さらに飛躍するためにも，
食の安全を確保する上での最大限の対策を施しなが
ら，既存商品を製造し，また，新たな製品を開発し
ていく必要がある。
５．原材料の安全性確認
食品を製造するための原材料がどのようなところ
で，どのように生産されているかの確認が必要であ
る。
加工食品の原材料には農畜産物などの生鮮品と食
品工場で製造されている小麦粉や砂糖などの原料食
品とがある。農畜産物についてはどのような耕地で
どのような農薬を使用して栽培されたか，また，ど
のようなものを飼料として育成されたかなどを確認
した上で，安全と判断したもののみを用いることの
できるシステムが必要である。
しかし，日本の食料自給率はカロリーベースで約
40％（平成21年)であり，原料の多くを輸入品に依
存している???。そのため，食品企業の多くは原料とし
て輸入品を用いており，輸入業者が現場で確認した
図1 食の外部依存による不安
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データに基づき，安全であると保証されたものを信
用し，購入して使用せざるを得ない状況にある。そ
のためにも，図２に示すようなトレーサビリティシ
ステムが重要になる。
農林水産省は平成14年度に「食品トレーサビリ
ティシステム導入の手引き」???の中で，食品のト
レーサビリティを「生産，処理・加工，流通・販売
のフードチェーンの各段階で，食品とその情報を追
跡し遡及できること」と定義している。すなわち，
「考慮の対象となっているものの履歴，適用または所
在を追跡できること」である。
例えば，農産物では消費者が調理するものが誰に
よってどのように作られ，収穫され，出荷され，保
管され，輸送されたかという情報が遡れるだけでな
く，輸送方法や保管条件，さらに店で販売されるま
でのすべてのルートの確認ができるようになってい
る。また，原料食品についてもこのようなトレーサ
ビリティで安全性が確認できるようになってい
る???。
食品は輸送距離が長ければ長いほど，すなわち
フードマイレージ???が大きいほど安全性には問題
が発生するし，また，栄養価も低下する。その意味
からもその地域で取れたものをその地域で加工し，
消費するのが理想であるが，食品に対する消費者や
量販店などの流通業者の多岐にわたるニーズを満足
させるには，安全性に重点をおきながら原材料の供
給を世界に頼らざるを得ない???。
６．開発過程での各種制約によって本質から逸脱す
る危険性
開発担当者は会社の事業戦略に基づき決定された
製品開発テーマを具現化すべく取組んでおり，通常，
食品の改良品であれば数ヵ月間から１年位で，また，
新規なものであれば１～３年位で開発している。中
には自社で開発したシーズを基に製品の開発が行わ
れ，商品化されているものもあり，この場合ついて
は10年位の期間を要することもある。
各種テーマの基本計画に従い，開発担当者はより
理想的なものの開発を目指しているが，この開発過
程において最終製品に求められる食品の仕様，すな
わち製品開発の基本方針から離れざるを得ない場合
がある。例えば，生産段階で機器の構造や操作上の
関係から製造条件の一部が変更される場合や市場の
要望から，配合の一部が変更される場合などである。
これらの場合当初目標としていた製品の基本特性か
ら離れなければならないことになる。
このような制約条件としては，
①販売価格の変更，②生産量の変更，
③流通形態の変更，④販売域の変更，
⑤既存生産機器の適用範囲，
⑥実験の結果と生産ラインで試作したものの品質
の差，
⑦コスト面からの原材料の変更，
⑧リードタイムの変更，⑨流通上必要な賞味期限，
⑩上司の判断，?開発担当者の拘りなどである。
消費者は食品の場合，美味しさと安全性の必要条
図2 安心を信頼で結ぶトレーサビリティの構築
（日本包装学会誌，Vol.13，No.1（2004）を参考にして作成)
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件を満たした上で，それに見合った適正価格になっ
ているかを重視する。この適正価格は人によって異
なるが，毎日必要とされる食品についてはできるだ
け低価格であるべきと考えている人が多い。
社団法人中央調査社の「食の安全」に関する調査
（2008.8.26）によれば加工食品の価格を気にしてい
る人は40.1％であり，また，NRC（日本リサーチセ
ンター）の調査（2008.5.9）によれば70％である。
このように多くの人が食品の価格に注目している。
価格については製品開発段階のコンセプト策定に
おいてターゲットを誰にするかによって大きく異な
る。すなわち，収入面で二極化している時代の高所
得層をターゲットにした高価格帯の製品を開発する
のか，低所得層をターゲットにした低価格帯の製品
を開発するかによる。
これらの製品の開発のし易さについては大きな差
が生じる。もし，高価格帯製品であれば，原材料に
かかるコストの幅が広がり，その選択の自由度が上
がることから，開発担当者としては取組み易い。一
方，低価格帯製品の場合は使用する原材料が制約さ
れ，より安全性に注意しながら，安価な原材料を選
定しなければならなくなり，そのため，原材料に起
因するリスクが大きくなる。
また，量販店のバイヤーなどの意向を聞いた営業
サイドから価格をより安く，また，リードタイムを
より短くして貰いたいなどの要求があった場合に
は，材料や生産方法，および流通形態やその品質上
の検査方法まで変更しなければならなくなる。さら
に，開発テーマの進捗状況や試作品の官能的な評価
から上司が方針を変更することもある。これは上司
として大変重要な仕事であると考えるが，特に官能
的な評価については味覚が年代によって異なること
から，その場で安易に判断するのではなく，ターゲッ
トと考えている年代の社員を対象に試作品ができた
段階で都度官能評価を行い，その結果を参考にテー
マの今後の方針について総合的に判断すべきであ
る。
一方，開発担当者が研究開発の本質から外れた部
分に興味を持ち，上司がその内容について判断でき
ないために終わりのないテーマを継続することもあ
る。すなわち，開発担当者がテーマの枝葉である基
礎的な研究に拘り，何時までもその実用化を目指さ
ない場合である。このようなことを防ぐためにも，
管理者は開発担当者との打合わせを定期的に行い，
その内容について把握し，そのテーマを継続すべき
かを含めて的確に判断しなければならない。これに
ついては開発業務の進捗に及ぼすマイナス面での制
約ではない。
７．加工食品のメリットとリスクおよび食品企業の
倫理
大量に生産され，広く流通されている加工食品の
多くは各食品企業の開発担当者が美味しさや安全を
追求し，努力した成果である。それらの加工食品の
中には理想とするもの，すなわち手本と言えるもの
があり，それを目標にして開発されたものが多い。
例えば，マーガリンについてはその手本はバター
であり，かに風味（風味かまぼこ）はかにであり，
また，発泡酒や第３のビールはビールである。それ
ぞれ，本物の味や食感に近づけるために各種研究を
行い，その結果として生まれた商品である。
発泡酒や第３のビールは理想とするビールから見
た場合まがい物であるかもしれないが，これらは技
術革新の賜物である。低価格商品を提供するために
開発されたサッポロビールの「ドラフトワン」???で
は麦芽の代わりに発酵で泡立ち，雑味が生じない窒
素源としてエンドウ豆が利用されている。このエン
ドウ豆の利用はより従来のビールに近い風味の醸造
酒（発泡性）いわゆる第３のビールの製造を可能に
し，多くの消費者から高い評価を受けている。
これらの商品は本物に比べて安価であることか
ら，多くの人から受け入れられ，我々の食生活を豊
かにしているが，理想とする本物の味や色および食
感に近づけるのに各種の食品添加物が用いられてお
り，これが消費者に不安を与える要因になっている。
当然，これらには安全性が確認された食品添加物が
適切に使用されているため，安心して飲食できるも
のとなっている。
著者は消費者ニーズを満たし，流通適性を考慮し
た加工食品を開発するためには，目的に適した十分
安全な食品添加物を必要最小限使用することは必須
であり，これを食品としての安全性から問題である
と捉えて食べないか，また，食品添加物の存在を理
解しながら食べるかは消費者の判断に委ねられると
考えている。
しかし，食品添加物を使用していることを表示し
ないものや多くの利益を得ることを目的に，原料の
産地を偽装表示した商品が市場に時々出回り，多く
の消費者に加工食品の安全に対する不安を与えてい
ることは，食品の開発を行っているものとしては残
念である。
特に，花王㈱のエコナのように信頼されている商
品がその中に残留する物質のために製造・販売を急
に中止したことなどは消費者の加工食品に対する不
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信をますます高めたものと思われる???。花王㈱は「食
後の中性脂肪が上昇しにくく，体に脂肪がつきにく
い」という機能のあるジアセチルグリセロールを主
成分とするエコナ油（食用油）を開発し，1998年特
定保健用食品の認可を得て商品化した。この油脂の
特性は大変注目され，食用油としてだけでなくマヨ
ネーズやマーガリンの原料としても使用された。
しかし，2009年３月にドイツのリスク評価委員会
が精製油脂やそれを用いて製造された乳児用粉ミル
クにグリシドール脂肪酸エステルという化学物質が
含まれていることを公表したとことから，花王㈱で
エコナ油を分析したところ，普通の食用油脂に比べ
て10～20倍も含まれていることを確認した。このも
のには発がん性はないが，これが分解した場合，発
がん性があると言われるグリシドールに変化する可
能性が示唆されている。このように，健康面での機
能性が高いと評価され，特定保健用食品として認可
されていたものであっても分析技術が進化し，微量
成分を測定することによって，また，注目すべき測
定対象物を変えることにより，予想もされなかった
リスクが発見されるものである。
花王㈱はエコナ製品を市場から撤去すると共に特
定保健用食品の認可を返上し，生産・販売を中止し
ているが，ジアセチルグリセロールは前述したよう
に健康面での機能性を有していることから，精製技
術の改善によりグリシドール脂肪酸エステルを含ま
ないエコナ油の製造が可能となり，再度商品化され
ることを期待したい。
また，食肉加工において，針で肉の内部に安定剤
や調味液を注入し，低品質の肉の物性や風味を高め
る技術，酵素（トランスグルタミナーゼ）で肉を付
着させる技術および動物脂身を利用する技術の組合
せで，本物の霜降り肉と見間違えるような成形肉が
できるようになった。今まで価値のなかった肉の価
値を高める方法としては優れた技術であるが，これ
を天然の霜降り肉と偽って販売した場合，その技術
までも批判されてしまう。これは企業の倫理上の問
題であり，市場から排除されるのは当然であるが，
社内的には開発担当者のモチベーションを大きく低
下させてしまうことにもなる???。
著者らも低脂肪の秋鮭の油脂分を増加させ，より
美味しく食べられるようにすることを目的に針で水
中油滴型の乳化液を注入する方法について検討し
た。これに使用した装置は㈱ニッコーが開発した油
脂インジェクター???で，注入部には複数の針が設置
されており，連続的に送られてくる秋鮭に乳化液が
注入されるシステムとなっている。著者は主にこの
装置のサニタリー化および焼成時に秋鮭から油脂が
流出しないような特性を持った乳化液の開発を担当
し，大変美味しい秋鮭が作れるようになった???。この
場合も焼成した秋鮭をより付加価値の高い油脂分の
多い鮭の名前をつけて販売したとしたら大きな問題
となり，この技術開発も無意味なものになってしま
う。
したがって，開発されたものや技術を活かし，さ
らに会社のブランド力を高めるためにも企業として
の倫理が重要になる。
８．食品添加物の有用性
前述したように消費者ニーズを品質的に満足させ
る加工食品を開発するためには，食品添加物は必要
不可欠である。また，一般消費者および量販店など
の流通業者が要求するような価格の商品を販売する
上でも欠かすことができない。
最近，食品添加物はすべて悪であるという考えの
下，それを啓蒙するような本が多数出ているが，こ
れらは過剰摂取した場合の悪影響を例に，そのすべ
てが問題であるかのように説明されている。恐らく，
食品添加物を否定している人でも，生活する上で食
品添加物が入った加工食品を食べざるを得ないよう
に思われる。
食品添加物は加工食品を製造する際，主原料とな
る食品の他に使われるものであり，①食品を製造ま
たは加工するときに必要なもの，②食品を形作った
り，独特の食感を持たせるために必要なもの，③食
品の色に関わるもの（色を取ったり，着けたりする
もの），④食品の味に関するもの（旨味，甘味，酸味
などの味をつけるもの），⑤食品の栄養成分を補うた
めのもの，⑥食品の品質を保つために必要なものが
ある???。
食品衛生法では食品添加物として，①指定添加物
（天然・合成など製造方法にかかわらず，安全性と有
効性が確認され，厚生労働大臣により指定されてい
るもの），②既存添加物（食経験のある食品などの原
料から作られ，長年使用されてきた天然添加物とし
て厚生労働大臣が認め，既存添加物名簿に収蔵され
ているもの），③天然香料（動植物から得られるもの
で，食品の着香の目的で使用されるもの），④一般飲
食物添加物（一般に食品として飲食に供されるもの
であって添加物として使用されるもの）の４種類が
使用できるとされている。
加工食品の製造において食品添加物の使い方が適
切であれば，その効用は大きく，我々の食生活を豊
かにする上で大いに役立っている。
7消費者ニーズを満たした安全な食品の開発
すなわち，食品添加物を使うことのメリット???と
しては，
① 食品の微生物の増殖や酸化を抑えることによっ
て保存性あるいは安全性（食中毒予防など）を
高めることができる。
② 保存性を上げることによって資源の無駄を省く
ことができる。
③ 保存性が高まることによって大量生産・広域流
通が可能になる。
④ 大量生産が可能になることから安価に販売でき
る。
⑤ 栄養素の強化が可能である。
⑥ 食品の色，香り，味などで嗜好性が高められる。
⑦ 作業工程の短縮化がはかれ，作業能率が向上す
る。
などが挙げられる。
一方，デメリットとしては，
① 使用法を誤れば毒性が現れることがある。
② 効果を期待し過ぎると，食品の取り扱いがずさ
んになることがあるとされている。
食品企業の開発担当者はこのような特性を有する
多くの食品添加物の中から消費者のニーズを満足さ
せるための風味，物性，保存性を食品に与えるには
どのような食品添加物が必要かという観点から，食
品添加物を選定して食品開発を行っている。
しかし，「粗雑な品質の原料や食品を用いて消費者
を欺瞞するために使用されている」，また，「対象と
なる食品の製造または加工法の改善，変更が比較的
安価に実行可能であり，改善，変更した結果その添
加物を使用しないで済む場合においても使用されて
いる」という意見もある???。これらの意見があること
を理解した上で，食品企業の開発担当者は食品添加
物を適切に使用し，安全な食品を消費者に届ける責
任がある。
また，食品企業が各種規格を遵守して商品を製造
したとしても，今まで安全とされていたアカネ色素
のように新たな問題が発見され，食品添加物として
相応しくないと判断される場合や，個々人の体質や
その時の体調などとの関係から，新たにアレルゲン
物質として認識されるものもある。したがって，食
の安全は常にこのようなリスクとの関係において成
り立っていると言える。
９．食品開発における食品添加物の利用例
①カルシウム強化乳飲料
著者らは牛乳の特性（特に風味）に影響を及ぼさ
ない化学合成法で製造された炭酸カルシウムをカル
シウム強化乳飲料のカルシウム剤として使用するこ
とを考えた。しかし，この炭酸カルシウムの粒子は
真比重が2.7（25℃）と高く，また，凝集し易いとい
う特性がある。
ストークスの法則???によれば液体中の固体粒子
の沈降速度は粒子径の２乗に比例して速くなること
から，粒子を小さくすればするほど沈降速度が低下
することになる。したがって，炭酸カルシウムの径
を小さくすれば良いことが分かるが，固体粒子は微
細化されるほど粒子間に働く結合力が強くなり，凝
集し易くなることから，微細化すると同時に再凝集
しないようにしなければならない。
このカルシウム強化乳飲料に用いた炭酸カルシウ
ムは平均粒径0.08μmの単粒子が二次凝集した数
μmの粒子として水中に分散しているスラリー状炭
酸カルシウムである。牛乳瓶に充塡された乳飲料中
での炭酸カルシウムの沈降距離が１週間で1～3cm
まで許容できるとした場合，ストークスの式で求め
た粒径は0.3～0.5μmである。そこで，この値を目
標として微細化（分散化）処理を行うと同時に炭酸
カルシウムが再凝集しないように，その表面を改質
することにした。
固形分13.0％のスラリー状炭酸カルシウムに乳
化剤（ショ糖脂肪酸エステル：HLB15）を1.5％添
加したものを超音波ホモジナイザー（1200W，15
kHz）で微細化処理した結果，３分間照射で0.3μm
まで微細化されること（図３），およびそれを放置し
ておいても再凝集するという現象が生じないことを
確認した???。
図3 超音波照射による炭酸カルシウムの平均粒子径の
変化
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次に，この微細化処理したスラリー状炭酸カルシ
ウムを60℃の液状バターに入れ，ホモミキサーで撹
拌してから還元脱脂乳に加え，高圧均質機で均質化
処理を行った後，プレート式の殺菌機を用いて超高
温短時間殺菌処理を行い，カルシウムを強化した乳
飲料を作った。この乳飲料のカルシウムの安定性を
測定した結果，加えたカルシウムの85％が液中に保
持されていることが分かった???。
このように，カルシウム強化乳飲料は食品添加物
である乳化剤と炭酸カルシウムを使用しなければ開
発することのできなかった商品である。
②低乳糖乳（乳糖分解乳）
牛乳に含まれる乳糖は，主として小腸で酵素（ラ
クターゼ）によって単糖であるガラクトースとグル
コースに分解されて吸収される。一般的に，授乳期
の哺乳動物ではこの酵素の活性が高いが，離乳期以
降生合成されるラクターゼの量が減少し，５～10歳
以上では乳児期の５～10％になると言われる???。
このようなラクターゼの分泌能の低い人，あるい
は活性の低い人では，摂取した乳糖の大部分がその
まま大腸に至る。この乳糖は大腸内の細菌によって
発酵され，乳酸と炭酸ガスに変化して大腸内を刺激
し，下痢や腹痛を生じさせる。乳糖不耐症者にとっ
てはエネルギー源となる乳糖が何ら役に立たないだ
けでなく，牛乳の持つその他の栄養分，さらには同
時に摂取した食物をも排出してしまうことになる。
そこで，牛乳中に約4.3～4.5％含まれている乳糖
をあらかじめラクターゼによって単糖にしておく方
法が検討され，商品化された。
著者らは製品の開発に取り組み始めた当時，ラク
ターゼが高価であったことから，これを繰り返し使
用するために酵素を繊維に固定化???されたものを
用いることを検討し，それに適したバイオリアク
ター???を開発して利用したが，今では酵素が安価と
なり，牛乳や還元乳などにラクターゼを添加して反
応した後加熱失活させる方法で製造し，商品として
いる。これも酵素という食品添加物を使用しなけれ
ば開発できなかった商品である。
③マーガリン
マーガリンはバターの代用品として開発され，原
料油脂としては植物油脂や動物油脂であり，副原料
は食塩，乳製品，着色料，香料，乳化剤，保存料，
酸化防止剤，ビタミン類などである。
油脂原料としては風味，可塑性，クリーミング性，
栄養などの品質特性に応じて２～３種類使用されて
いる。食品添加物である乳化剤，着色料，香料，ビ
タミン類については油相に加えて溶解し，一方，牛
乳，乳製品，食塩は水相に加えている。
マーガリンの製造では油相を約60℃に加温し，こ
れにあらかじめ殺菌しておいた水相を少しずつ加え
ながら撹拌して乳化状態を作る。次にこれを急冷し，
溶解している油脂の一部を1～10μmの微細結晶と
して析出させた後これを練り合わせ，結晶化してい
ない液体油脂を結着剤として可塑性の油脂，すなわ
ちマーガリンを作る。
このようにマーガリンを製造する上で，油相の中
に水相を均一に分散させるための乳化剤，バターの
色や風味に近づけるための着色料や香料などの食品
添加物は欠かすことができない。
④低カロリー小豆スイーツ
著者らはこし餡を製造する際の副産物である小豆
の皮や煮汁を用い，渋味のない滑らかな食感のソー
スやこし餡様品を作る方法を確立し，これを用いた
製品として低カロリーの小豆スイーツ???????を開発
して商品化した。
この小豆スイーツは小豆の皮と煮汁，カロリーゼ
ロの甘味料と増粘剤を原料としているため，カロ
リーは約22kcal/100gと通常の水羊羹の約８分の
１である。また，主成分が小豆の皮であることから
食物繊維や抗酸化作用のあるポリフェノール類???
が豊富に含まれている。
また，この小豆スーツは薄い皮が原料であり，そ
の大きさも酵素処理と機械的な微細化処理によって
数ミクロンから数十ミクロンまで小さくすることが
できたことから，大変滑らかな食感になっている。
これに対し，餡の粒子はほぼ球形で直径が約100
μmであるため，独特のざらつきを感じる。このざら
つきが嫌いなため，水羊羹を食べないという人もい
ることから，そのような人でも食べることの可能な
小豆スイーツであると言える。
このように，低カロリー小豆スイーツを製造する
には小豆の皮を微細化する際に使用するための酵
素，カロリーゼロの甘味料，組織を作るための増粘
剤などの食品添加物が必要である。
10．小規模試作および流通・販売過程を想定した実
験の重要性
新製品を開発するには研究所などでの小規模試作
を繰り返し，大量生産する上での条件設定のための
データ収集に努めなければならない。また，加工条
件がある程度決まった段階で，試作品をサンプルと
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して所望の条件で保存実験を行う必要がある。もし，
保存上の問題が発生した場合には，その解決のため
に配合や加工条件まで見直さなければならない場合
もある。早い段階で問題点を見出すことができるよ
うに，効率的に保存実験を行わなければならない。
これが開発期間短縮化の鍵となる。
小規模試作で製品としての設計条件を決めた後，
実際の製造ラインを用いて試作するロットテストを
行う???。ロットテストでは本生産で使用する原材料
を用い，実際の製造条件で行うことになる。したがっ
て，原材料は本生産で使用する量と同量必要であり，
このための費用が膨大になることから，ロットテス
トの回数は制限される。
著者も経験あるが，このロットテストで小規模試
作における製品とは大きく異なるものができること
がある。このような時は早期にロットテストを中断
し，再度小規模試作による実験を行い，製造条件を
検討し直した後に再度ロットテストを行った方がよ
り短期間で，しかも費用をかけないで，本格生産の
ための条件を確立できる可能性が高い。
また，一般的に新商品の製造開始当初では不良率
が高くなるが，開発担当者は製造担当者の協力を得
ながら，この期間をできるだけ短くするように努め
なければならない。そのため，工程が安定するまで
は抜き取り検査の頻度を上げるなどの管理の強化に
努めるべきであるが，それでも消費者や流通業者か
らクレームがあった場合にはすぐに生産現場に
フィードバックして対策を施し，それ以上の不良品
が市場に出ないようにしなければならない。この段
階でのクレームの発生を抑制できなければ，新商品
としての本質が認められないまま，市場から撤退し
なければならないということになる。
上記のように生産現場で品質向上に努めても，輸
送過程で受ける振動や売り場での光や温度などの管
理面の不適切さによって商品としての価値がなくな
る場合もある。したがって，輸送条件を想定したテ
ストを行ったり，さらにスーパーなどの陳列を想定
した保存実験も行う必要がある。前者についてはト
ラックによる輸送をシミュレーションできる実験装
置が市販されており，実際にトラック輸送しなくて
も容易にデータが得られる。また，陳列時における
商品の劣化も大変深刻な問題である。特に，光によっ
て退色しやすいものや陳列棚の温度管理内であって
も温度の影響を受け易いものについては製品そのも
のや包装形態について再度検討し直さなければなら
ない。
このように，開発担当者は商品が消費者に届き，
消費されるまでの一連の過程，すなわち食品の一生
における安全性を保証できるような製品の開発に努
めなければならない。
11．食品企業の製品（食品）開発担当者へのアンケー
ト調査
食品企業がその市場において生き残り，さらに飛
躍するためには毎年のように新製品を開発し，商品
化し続けなければならない。このような環境の中，
各企業の製品開発担当者の方々が開発テーマを遂行
するに当たり，どのような考えの基に取り組んでい
るのか，また，どのような制約を受けながら行って
いるのかを明らかにするためアンケート方式で調査
を行った。
この調査では社団法人全国農協乳業協会にご協力
いただき，その会員企業（牛乳・乳製品の製造・販
売）の中で開発部門を有している11社にアンケート
用紙を送付し，各社の開発担当者の方々から回答を
いただいた。さらに，この会員企業以外の食品企業
（６社：調味料や農・畜・水産加工品の製造・販売な
ど）の開発担当者の方々にも依頼し，合計で156名
の方々に回答をいただいた。
それらの結果について以下に示す。
表１は新製品開発テーマの決定要因を示す。この
表から以下のことが明らかとなった。
開発テーマは販売先のニーズによって決定される
というのが84.6％と最も高くなっている。これは営
業担当者が量販店のバイヤーなどのニーズを聞き，
それをテーマ決定に反映している場合が多いことを
示している。量販店などの最前線で消費者に接する
方々のニーズであることから，このテーマで開発し
た製品は売れる可能性は高いと考えられる。
次に多いのが開発担当者のアイデアが取り上げら
れ，テーマになる場合（80.8％）である。開発担当
者は食品についての専門家であることから，多くの
知識を有しており，新製品開発のテーマにつながる
アイデアは豊富である。これがテーマ化された場合，
開発担当者のモチベーションが高くなることから，
その開発はスムーズに進行し，また，期待以上の成
果が出る可能性がある。
これらに続き，営業・企画・研究部門などの会議
でテーマが決定される場合（74.4％）である。それ
ぞれが専門とする分野から社会環境や業界環境の変
化，消費者ニーズの予測，技術面での可能性などに
ついての意見を出し合って，テーマを決定する。こ
のようにして決まるテーマは販売先などのニーズに
よって決まるテーマとは異なり，開発期間が１年以
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上取れるものが多い。
また，シーズに基づくテーマ（45.5％）は基礎的
研究や応用研究によって発明された技術，それを用
いて開発された素材をコアとして策定される。この
場合，シーズの開発期間が長いことから，研究部門
の要員に余裕があり，さらにシーズ研究が担当可能
な専門性の高い，また，基礎的知識を有した人材が
いることが前提になる。その意味では大手企業にお
けるテーマの策定方法であると言える。
表２は新製品開発する際，最も重点を置いている
ことを示す。これからは以下のことが明らかになっ
た。
通常，食品で最も必要なことは美味しさと安全性
である。この結果からも美味しさが91.7％で，次に
安全性が82.7％と共に高値を示しており，開発担当
者はこれらを重視しながら開発を行っていることが
分かった。食品は他の食品にないような機能性を有
していたとしても美味しくないと市場では受け入れ
られない。しかし，最近では「まずい」ことを前面
に出しながら，機能の有用性を消費者に訴えて成功
している商品もあるが，そのような例は大変稀であ
る。
多くの開発担当者はできるだけ美味しく，安全な
食品を開発するために品質の良いものを原材料とし
て使用したいと考えているが，一般的に製造コスト
（82.1％）を抑制しなければならないという大前提が
あり，使用できるものは限定されてしまう。ここに
開発担当者が蓄積してきた知識や技術力が活かさ
れ，その差によって消費者がベネフィットを感じて
くれるような商品になるかどうかが左右される。
また，最近無添加に拘る企業が多くなっているこ
とから，これが高い値を示すか注目したが10.9％と
予想外に低い値であった。無添加にする理由として
は開発担当者が担当する製品，例えばベビーフード
などを開発する上で使用できないという制約からの
場合と会社の方針からの場合とがあるものと思われ
る。
さらに，大切なことは開発した製品が工場での大
量生産に適したものであるかどうか（55.1％）と商
品として流通される過程で品質が劣化しないもの
表1 新製品開発テーマの決定要因（複数回答）（回答者：156名)
テーマの決定要因 人数（名) ％
１．販売先のニーズ 132 84.6
２．基礎的研究や応用研究に基づくシーズ 71 45.5
３．企画部門による分析結果 80 51.3
４．経営者や上司からの要望 91 58.3
５．開発担当者のアイデア 126 80.8
６．営業・企画・研究部門など総合的な会議 116 74.4
７．その他 5 3.2
８．未記入 1 0.6
注）その他：販売されている他社の売れ筋商品
表2 新製品を開発する際，最も重点を置いていること（複数回答)（回答者：156名)
重点項目 人数（名) ％
１．安全性（原材料のトレーサビリティ，加工方法） 129 82.7
２．美味しさ（風味，食感など） 143 91.7
３．見た目（形，色など） 78 50.0
４．製造コスト 128 82.1
５．無添加 17 10.9
６．食品添加物の種類と量 24 15.4
７．原材料調達の容易性 53 34.0
８．大量生産における機械適性 86 55.1
９．流通上における適性（色や物性の劣化の度合，保管適性など） 89 57.1
10．その他 10 6.4
11．未記入 1 0.6
注)その他：消費者ニーズ，販売先の地域特性，パッケージデザイン，市場のニーズ，新規性，価格バランス，機能性，簡便性，利便性
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（57.1％）であるかということである。開発担当者は
実験室規模で手間をかけて製品を試作するが，その
方法が工場での大量生産には適さない，すなわち機
械適性がない場合がある。したがって，開発担当者
は常に大量生産に適した素材や方法についても考慮
しながら業務を遂行しなければならない。また，商
品が流通過程ですぐに劣化してしまい，開発したも
のとは全く異なるものになってしまうこともある。
そのためにも輸送実験や保存実験などには時間をか
けるべきである。
表３は新製品開発時に各種要因で開発方針が変更
されたことがある人の有無について示す。この表か
ら，大部分の開発担当者が開発途中で外部および内
部的な要因によってテーマの開発方針が変更されて
いることが分かった。特に，食品のようにライフサ
イクルの短い製品の開発においては消費者の動向や
販売先である量販店などから得られた情報により開
発方針が変更されることはやむを得ないことである
かもしれない。
次に，企業の大きさが外部や内部的要因による
テーマの開発方針変更の割合に影響を及ぼすのでは
ないかと考え，資本金10億円以上と未満に分けて集
計した結果を表４および表５に示す。
資本金の大きい企業ほど外部や内部的な要因の影
響を受けにくいのでは予想したが，資本金10億円以
上で95.8％，10億円未満で88.3％であり，予想とは
逆の結果となった。
表６は開発方針を変更しなければならなかった人
を対象に，その変更要因について質問した結果につ
いて示す。この表から以下のことが明らかになった。
開発担当者はテーマに基づき，それを実現するた
めに必要な情報を収集し，また，経験や技術力を活
かしながら自分が考える理想的な製品の開発を行っ
ているが，その過程において外部的・内部的要因に
よって開発方針を変更しなければならないことがあ
る。その要因の中で最も多いのが69.0％の製品を作
るための技術としては複雑であるため，開発方針を
変更する場合であり，次が市場環境が大きく変化し
表3 新製品開発の際，外部的および内部的な要因でテーマの開発方針が変更されたことがある人の有無
（回答者：156名)
１．あ る 145名 93.0％ ２．な い 8名 5.1％
３．未記入 3名 1.9％
表4 資本金10億円以上の企業の場合（回答者中の該当者：96名)
１．あ る ２．な い ３．未記入
92名 3名 1名
95.8％ 3.1％ 1.0％
表5 資本金10億円未満の企業（回答者中の該当者：60名)
１．あ る ２．な い ３．未記入
53名 5名 2名
88.3％ 8.3％ 3.4％
表6「ある」と回答した人の変更要因（複数回答)（回答者：145名)
変更要因 人数（名) ％
１．価格の変更 87 60.0
２．流通形態の変更 20 13.8
３．市場環境の変化 94 64.8
４．競合品の発売 39 26.9
５．生産機器の導入が不可能 54 37.2
６．技術的に困難 100 69.0
７．開発に要す期間が長い 35 24.1
８．その他 2 1.4
９．未記入 1 0.7
注）その他：原材料の安全性に対する問題発生，依頼先の企画変更，上司の意向，会社の方針変更，価格競争に対する懸念
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たことによるの64.8％であった。特に，販売先など
のニーズによって策定されたテーマについては市場
環境の変化を受け易いものが多いように思われる。
さらに，開発しようとしている製品が原材料や技
術的な問題から，目標としている価格を大幅に超え
てしまうための方針変更や販売先の要望によって価
格設定を下げなければならないことによる変更が
60.0％であった。この場合は原材料や技術の変更が
必要なことから開発過程を遡る必要があり，必然的
に開発期間はやや長くなる。
また，技術的にはできたとしても新たな機器を導
入しなければ製造できない（37.2％）ために方針を
変更しなければならないということもある。開発担
当者は自社が保有する製造機器やその機能を把握し
ながら製品開発することが基本であるが，開発担当
者の多くは必要な機器の導入や新たな機器の製作が
許されるような環境下で，従来品とは異なる画期的
な製品を開発したいと考えているものと思う。
表７は原材料を選定する際の重視点について示し
ており，この結果からは次のことが明らかとなった。
原料調達の問題から製造ができないとしたら，量
販店などへの納入ができない，すなわち欠品が発生
することになる。この場合，メーカーは量販店など
に違約金を支払わなければならないし，信頼を失う
ことになる。したがって，開発担当者が原材料の安
定的な供給を重視（89.7％）することは当然である。
また，原材料の生産基地が遠くなるに従い，その
生産や流通過程での取り扱い方がますます分からな
くなっている。そこで，開発担当者は原材料のトレー
サビリティ（60.9％）を重視し，それを信頼して入
手している。
次に重視しているのが57.7％の原材料が生産さ
れている現場の衛生状態，生産管理状態，施設など
である。多くの開発担当者はこれらを重視している
が，使用する原材料の生産現場まで行って確認はし
ていないであろう。特に海外から調達している原材
料の多くは現場を確認しないまま使用しているもの
が殆どであると思われる。
そこで，原材料のメーカーから示される衛生管理
や製造設備などの資料を信頼して購入することにな
る。これは成分などの分析データ（55.8％）につい
ても同じであると考えられる。
表８は加工食品を開発する際の食品添加物の使用
状況を示している。この表において「使用する」お
よび「やや使用する」が合わせて76.3％であり，開
発担当者の多くが食品添加物を使用して製品開発を
行っていることが明らかとなった。消費者のニーズ
を満足させ，広域流通に適した製品を開発するため
には食品添加物を使用せざるを得ないものと考えら
れる。
表7 原材料を選定する場合において重視する点（複数回答)（回答者：156名)
重視する点 人数（名) ％
１．原産国 69 44.2
２．原産地（都道府県） 46 29.5
３．原材料のトレーサビリティ 95 60.9
４．原材料工場の構造と衛生状態 90 57.7
５．原材料工場におけるHACCPなどの資格取得の状況 27 17.3
６．成分などの分析データ 87 55.8
７．安定供給の可能性 140 89.7
８．その他 15 9.6
注)その他：価格，生産ロット，安全性，衛生検査，味，容器包装，容量，形態，物性，微生物・農薬などへの安全性管理，産地，品質，リスク
分析，異物混入の可能性，アレルギー物質に対する管理
表8 加工食品を開発する際の食品添加物の使用状況（回答者：156名)
人数（名) ％
１．使用する 85 54.5
２．やや使用する 34 21.8
３．普通 26 16.7
４．あまり使用しない 11 7.1
５．使用しない 0 0
６．その他 (1) －
注）その他：ベビーフード以外は使用すると回答された方が１名（集計上は使用するに分類）
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今回調査対象とした開発担当者の中には「通常
扱っている製品の開発では使用するが，ベビーフー
ドの開発では使用しない」と回答された方がいたが，
このように担当する製品によって使用できないとい
うものがあるのは当然である。
また，会社の方針で無添加商品しか製造・販売し
ないところもあるが，その場合販売量や流通範囲が
限定されているか，あるいは凍結状態で流通されて
いるものを取り扱っているかに限られているように
思われる。
表９は表８の「使用する」および「やや使用する」
と回答した人を対象に食品添加物の使用目的につい
て調査した結果である。この表に示したように，添
加物を入れる理由として最も多いのが所望の物性に
するための78.2％，次に多いのが76.5％の香りを向
上させるためで，それに続くのが68.1％の味を向上
させるためであり，これらはすべて食品としての美
味しさを作るためである。
広域流通および大量生産を考えた場合，日持ち向
上，すなわち保存性を高めるための食品添加物は必
要であり，開発担当者の大部分が利用目的に挙げる
ものと予想していたが，53.8％と約半数であった。
これには日持向上剤をできるだけ使用したくないと
いう開発担当者の思いがあるものと推察する。
また，食品加工に酵素を利用している開発担当者
は25.2％であり，大変少ないように思われる。酵素
については食品の物性や風味，および機能性を付与
するのに効果的であり，食品の付加価値を高める方
法としては大変有益である。著者は製品開発に利用
する原材料を改質するのに酵素を利用しており，従
来にない特性を有した製品を開発する上でおおいに
役立っている。
表10は食品添加物を使用する場合において最も
注意している点について示す。この質問は表８の質
問で使用しない人が０人であったことから全員を対
象にした。この結果，食品添加物を使用する場合，
開発担当者が最も注意していることは，82.1％の機
能性で，すなわち，風味や色，物性，さらに保存性
を付与することができるかであり，次が76.3％の成
分や安全性に関するデータであることが分かった。
安全性に関するデータについてはほぼ全ての人が重
視すると考えていたが，予想した値より低値であっ
た。これは，開発担当者にとって，例えば寒天やゼ
ラチンなどの増粘剤やカラメルなどの着色料があま
表9「やや使用する」および「使用する」と回答した方への質問：食品添加物の使用目的
(複数回答）（回答者：119名)
食品添加物を使用する目的 人数（名) ％
１．所望の物性にするため 93 78.2
２．離水を防止するため 70 58.8
３．保存性を高めるため 64 53.8
４．味を向上させるため 81 68.1
５．香りを向上させるため 91 76.5
６．乳化のため 75 63.0
７．栄養素を強化するため 50 42.0
８．食品加工のため（酵素など） 30 25.2
９．その他 8 6.7
10．未記入 1 0.8
注)その他：食品添加物を入れないと所望の食品にならない時，着色のため，商品の機能性に対する取引先の要望，pH調整，加工・保存・流通過
程での品質劣化抑制
表10 食品添加物を使用する場合において最も注意すること（複数回答）（回答者：156名)
注意点 人数（名） ％
１．機能性 128 82.1
２．成分や安全性に関するデータ 119 76.3
３．食品添加物の起源（由来） 59 37.8
４．添加物メーカー 28 17.9
５．その他 11 7.1
注)その他：他の材料との相性，溶解性・分解性，使用基準，製造適正，使用の容易性，価格とコストパフォーマンス，表示，ユーザーが設定し
ている規格，目標とする商品の特徴
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りにも身近であり，それらの安全性は当然であると
考えて使用しているためでないかと推察される。
また，小売業や飲食業の企業によっては使用可能
な食品添加物や添加率について独自の規格を有して
いるところがある。その場合食品企業の開発担当者
はこの規格内で製品を開発しなければならないた
め，その仕事の難易度はますます高くなる。この規
格を守るため，開発担当者が製品として設計してい
た風味や色，物性，また，保存性などの特性の一部
を諦めなければならないこともある。
表11は研究として未完成品であると感じながら
商品化した経験のある人の有無を示す。表に示した
ように半数以上の担当者が「ある」と回答している。
開発担当者の多くはその分野の専門家であることか
ら，製品開発のテーマを遂行している内に，興味深
い基礎的研究を見出し，これを課題としてテーマの
中で取組む場合がある。開発担当者がこれを解決し
なければ商品化できないと考えた場合，本来のテー
マとしてはほぼ完成していると評価されているにも
関わらず，研究としては未完成であると考えること
がある。
いずれにしても開発担当者がより良いものを開発
しようと考えた場合，テーマの終わりはないように
思われる。
表12は未完成と感じた人に未完成と感じた点に
ついて回答して貰った結果を示す。
その結果，特に未完成と感じている点は物性や風
味などの美味しさであり，69.3％の開発担当者はさ
らに美味しくできると感じながら商品化しているこ
とが分かった。これについては大変難しく，最終的
には発売後の販売状況，すなわち，消費者に判断を
仰ぐしかない。
次に多いのが34.1％の工場規模での試作（ロット
テスト）によるデータの不足である。この試作は実
生産規模で行うため，多大な費用がかかり，また，
商品にできないことから，大量の廃棄物が発生して
しまう。したがって，実施回数は制限され，開発担
当者としては十分満足できる状態に達しない段階で
実生産に入らなければならない場合がある。
ただ，表12のデータで予想外に多く感じられたの
が15.9％の保存性や安全性の確認が不十分である
と感じながら商品化しなければならなかったという
点である。これには恐らく規定の保存実験を行い，
安全性は確認したが，さらに回数を重ねながらより
安全であることを確認したかったという開発担当者
の希望が入っているものと思われる。
表13は自社のコア技術やコアになる素材の有無
の結果を示している。この表に示したように半数以
上の方が自社にコア技術やコアになる素材があると
回答している。
表11 研究として未完成品であると感じながら，商品化した経験がある人の有無
（回答者：156名)
１．あ る 88名 56.4％ ２．な い 67名 43.0％
３．未記入 1名 0.6％
表12 未完成と感じながら製品化した経験のある人が未完成と感じた点（複数回答）（回答者：88名)
未完成と感じた点 人数（名） ％
１．機能性の確認が不十分である。 13 14.8
２．保存性や安全性の確認が不十分である。 14 15.9
３．物性や風味などが未完成である。 61 69.3
４．食品添加物の量をさらに減らすべきである。 7 8.0
５．学術的に評価されるような基礎的データが不十分である。 12 13.6
６．工場規模での試作によるデータが不十分である。 30 34.1
７．その他 2 2.3
８．未記入 1 1.1
注）その他：製品開発におけるゴールはない。ユーザーへ提供する価値と利益とのバランスがとれない。
表13 多くの商品に利用している自社のコア技術あるいはコアとなる素材の有無
（回答者：156名)
１．あ る 86名 55.1％ ２．な い 60名 38.5％
３．未記入 10名 6.4％
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自社にコア技術やコアとなる素材があり，それを
基に多くの製品を開発した場合，他社とは差別化で
きる商品になるという利点がある。例えば，雪印乳
業㈱のMBPや明治乳業㈱の LG21などであり，ま
た，シャープ㈱であれば液晶ディスプレイである。
これらを製造する技術やこれらによってできたもの
を利用する技術がコアであり，これらを基に多くの
差別化製品が開発され，商品として製造・販売され
ている。
なお，この問いでは未回答者が10名いたが，それ
らはコア技術やコアとなる素材について具体的に理
解できなかったという理由や自社の機密であること
から回答できないという理由によるものであった。
以下に，「ある」と回答された方が挙げた自社のコ
ア技術またはコアとなる素材について示す。
(コア技術)
・食材や調味料の配合比 ・タンパク質加工技術
・醸造技術 ・乳酸菌利用技術 ・乳糖分解技術
・機能性タンパク質分離技術および利用技術
・増粘剤や乳化剤の利用技術 ・多層化技術
・発酵技術 ・フレバリング技術 ・乳化技術
・ゲル化技術 ・無菌充塡技術 ・酵素処理技術
・乳成分の安定化技術 ・アイス製造技術
・牛乳や乳製品製造技術 ・すり身撹拌技術
・牛乳の分画技術 ・微生物制御技術
・卵加工技術 ・軟質ボトル充塡技術
・卵白ペプタイドによる酸化防止技術
・殺菌技術 ・品質保持技術 ・冷凍耐性技術
・日持ち向上技術
(コアとなる素材)
・醸造酢 ・りんご果汁
・馬鈴薯，タマネギ，カボチャ
・卵に関わる各種素材 ・乳や卵タンパク質
・各種乳酸菌 ・北海道産牛乳 ・熊本産牛乳
・北海道（十勝）産牛乳およびそれを用いた乳製品
・道産農畜産物 ・殺菌剤
「ある」と回答した開発担当者にコア技術やコアと
なる素材について具体的に回答して貰ったが，中に
は機器や素材を購入するだけで他社でも容易に製品
開発ができるようなものがある。通常，コアとなる
技術や素材は自社で開発し，特許で守られているも
のである。
ただし，購入した機器や素材を基に自社の製造機
器として改造したり，適した素材として改良し，自
社のコア技術や素材として多くの製品開発に利用し
ている場合もある。これらについてはコア技術やコ
アの素材であり，多くが会社の重要機密事項である
ノウハウとして扱われている。
企業の大きさを資本金10億円以上と未満に分け，
コア技術やコアとなる素材が「ある」か「ない」か
について整理した結果を表14および表15に示す。
企業の大きさがコア技術やコアとなる素材があると
する割合に影響するものと考えたが，これらの表か
ら明らかなようにほとんど関係が認められなかっ
た。
表16は新製品開発においての特許出願に対する
意識を示す。通常，製造業は特許出願を重視すると
表14 資本金10億円以上の企業（96名)
１．あ る ２．な い ３．未記入
53名 35名 8名
55.2％ 36.5％ 8.3％
表15 資本金10億円未満の企業（60名)
１．あ る ２．な い ３．未記入
32名 25名 3名
53.3％ 41.7％ 5.0％
表16 新製品開発においての特許出願に対する意識（回答者：156名)
特許出願に対する意識 人数（名） ％
１．重視する 22 14.1
２．やや重視する 27 17.3
３．普通 43 27.6
４．あまり重視しない 42 26.9
５．重視しない 22 14.1
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考えていたが，表16に示したように，「あまり重視
しない」および「重視しない」を合わせると41.0％
にもなった。これは大企業の開発担当者の中でもラ
イフサイクルの短いものを扱っている担当者や販売
地域を限定して経営している企業に勤務する開発担
当者は特許出願についての関心が低いためでないか
と考えられる。このような関心以上に，大部分が特
許出願するような技術や材料を開発しなくても一般
的な技術や材料を使用するだけで製品開発ができ
る，すなわち特許出願するような内容でないという
ことが最大の理由であるかもしれない。
そこで，開発担当者の特許出願に対する意識調査
結果を資本金10億円以上の企業と未満の企業に分
けて整理し，表17および表18に示す。
資本金10億円以上の企業の開発担当者が取り
扱っている開発対象製品はライフサイクルの短いも
のから長いものまで多岐にわたっていると思われる
が，「重視する」および「やや重視する」を合わせて
40.7％であることから特許出願に対する意識はやや
高いと考えられる。これは他社と差別化できるよう
な製品を開発する上で必須なシーズ研究に力を入
れ，それをコア技術およびコアとなる素材として製
品開発を行っているためであると推察される。
一方，10億円未満の企業の開発担当者では「重視
する」および「やや重視する」を合わせて16.7％で
あることから，10億円以上の企業に比べて特許出願
に対する意識は低いと言える。これは開発担当者が
少なく，一人一人が多くの製品開発テーマを抱え，
常時試作品作りに追われ，特許性のある研究までで
きないという理由によるものと考えられる。
食品企業が飛躍するためには他社品と差別化で
き，しかも，多くの消費者から受け入れられ，また，
量販店などから売り場には必須であると考えられる
ような製品を開発し，商品化し続けなければならな
い。そのためには，各食品企業は将来を見据え，自
社のコア技術となるような特許性のある研究を行う
ことが可能な人材の育成と研究体制の確立に努める
べきであると考える。
お わ り に
食品企業の製品開発担当者は常に安全性とコスト
とのバランスや消費者ニーズを考え，および各種制
約を受けながら，それらのすべてを満足させること
のできる製品の開発に取組んでいる。特に，価格面
から使用予定の原材料を諦め，その代替可能な安価
のものを見出し，食品添加物を使用してより商品と
して満足される製品を開発すべく努力している。
食品企業の開発担当者は食品の安全を念頭に置き
ながら各種素材を用い，安全な加工方法で適正価格
の新製品を開発しているが，食の安全に対する不安
を持つ一部の消費者からは食品添加物を用いただけ
で問題視されてしまう。これは安全であるとされた
食品添加物や食品が突然発がん性物質であるとして
使用禁止になったり，また，偽装表示など食品企業
としての倫理上の問題が時々発生するためである。
食品開発担当者は自社の発展のため，毎年のよう
に新製品を開発し，商品化しているが，これらの方々
がどのような考えの下に業務に携わっているかにつ
いて調べるため，アンケート用紙を郵送し，回答し
て貰う方法で調査したところ，17社，156名の方々
から回答をいただいた。
その結果から，①テーマは主に販売先のニーズや
開発担当者のアイデアで決定されていること，②製
品開発で最も重視していることは美味しさ，安全性，
製造コストであること，③開発担当者の殆どが新製
品開発の途中で開発方針が変更されるという経験を
していること，④加工食品を開発する際，開発担当
者の多くが食品添加物を使用していること，⑤研究
としては未完成であると感じながら，商品化した経
験がある人が半数以上いること，⑥自社にコア技術
やコアになる素材があると考えている人が半数以上
いること，⑦新製品を開発する際，特許を重視する
開発担当者は資本金10億円以上と未満では大きな
差があることなどが明らかとなった。
表17 資本金10億円以上の企業（96名)
１．重視する ２．やや重視する ３．普 通 ４．あまり重視しない ５．重視しない
21名 18名 30名 23名 4名
21.9％ 18.8％ 31.3％ 24.0％ 4.2％
表18 資本金10億円未満の企業（60名)
１．重視する ２．やや重視する ３．普 通 ４．あまり重視しない ５．重視しない
1名 9名 13名 19名 18名
1.7％ 15.0％ 21.7％ 31.7％ 30.0％
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食品企業は人間が生きていくためには欠かせない
食べ物や飲み物を扱っており，そのためにも製品開
発に携わる人は慣習に流されず，たえず食品の安全
に関する情報や企業内の倫理上の逸脱行為には敏感
になるべきである。これは企業の規模によらず製品
開発という立場から企業を支える開発担当者として
心掛けなければならないことである。
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